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１. 14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績

売    上    高  営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 45,627 31.2 8,126 4.7 7,673 4.6
13年 9月中間期 34,784 84.7 7,763 101.8 7,335 93.0
14年 3月期 68,765 13,659 12,628

        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円 銭 円 銭
14年 9月中間期 3,925 3.2 219 70 -
13年 9月中間期 3,804 93.3 286 96 -
14年 3月期 6,606 424 05 -
(注)①持分法投資損益    14年 9月中間期       -        百万円   13年 9月中間期       -        百万円   14年 3月期       -        百万円
     ②期中平均株式数（連結）14年 9月中間期    17,869,223 株 13年 9月中間期    13,257,854 株 14年 3月期    15,579,295 株
     ③会計処理の方法の変更  無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
        総  資  産         株  主  資 本       株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
14年 9月中間期 135,846 43,364 31.9 2,428 97
13年 9月中間期 126,488 37,100 29.3 2,074 67
14年 3月期 142,718 39,890 28.0 2,230 99
(注)期末発行済株式数（連結）14年 9月中間期    17,853,101 株 13年 9月中間期    17,882,451 株 14年 3月期   17,880,351 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
 営業活動による  投資活動による  財務活動による 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期  末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
14年 9月中間期 8,044 △ 32 △ 5,603 24,679
13年 9月中間期 △ 17,805 △ 5,935 21,555 29,019
14年 3月期 △ 28,415 △ 5,844 25,326 22,270

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  3 社   持分法適用非連結子会社数    -  社   持分法適用関連会社数    -  社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  社  （除外）   -  社   持分法（新規）   -  社  （除外）   -  社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
  売   上   高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円
通 期 93,500 14,200 7,400
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   413 円 86 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在
における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提と
なる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の4ページ及び22ページを参照してください。

      中間(当期）純利益
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企  業  集  団  の  状  況 

 
 
当社の企業集団は、当社及び連結子会社３社によって構成され、首都圏の人気の高いエリアを中心に新築
マンション分譲事業を展開しております。 
当企業集団の事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関係は、次のとおりであります。 

 
 
１．事業区分 
 

事業の種類別セグメント 区   分 事 業 の 内 容 

新築マンション分譲事業 分 譲 不 動 産 販 売 事 業  
新築分譲マンション「クレストフォルム」
シリーズの企画、開発、販売 

販 売 代 理 事 業 マンションの販売の代理・仲介 

不 動 産 管 理 事 業 当社分譲マンションの総合管理サービス その他の事業 

そ の 他 付 帯 事 業  当社分譲マンションのプラン変更売上など 
 
 
 
２．当企業集団の事業系統図は、次のとおりであります。 
 
 
 

 

        （株）ゴールドクレスト 
                                                  分譲不動産販売事業 
  
                          顧  
    
         1 0 0％出資  

 
（株）ゴールド不動産販売                    

 
販売代理事業 

   
                  1 0 0 %出資       客 
 

（株）ゴールドクレストコミュニティ 
                  不動産管理事業 
  
      100%出資 
 
    （株）ファミリーファイナンス     
            その他付帯事業 
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経   営   方   針  
 

１． 会社の経営の基本方針 
『お客様の判断は正しい』という当社の経営の大原則に基づき、「素敵なマンション」を「適正価格」（お
客様の求める価格）で供給するという方針で事業を展開しております。 

 
２． 会社の利益配分に関する基本方針 
当社の株主への利益還元につきましては、株主資本の充実を図るとともに業績を鑑みた利益配分を継
続することを基本方針としております。平成 14年 5月 15 日付発表時には 10 周年記念配当として中間
配当を 1 株当たり 5 円と予定しておりましたが、平成 14年 11月 26 日開催の取締役会におきまして、
中間配当を 1 株当たり 10 円と決定いたしました。なお、期末配当は１株当たり 20 円を予定しておりま
す。その結果、平成 15 年 3 月期は合計 30 円を予定しております。 

 
３． 目標とする経営指標 
当社は、経常利益率 15％以上、ROE15%を維持しながら売上を拡大することを目指しております。 

 
４． 中長期的な会社の経営戦略 
   長引くデフレ不況、各企業のリストラ等の影響もあり、消費者の雇用不安や収入の減少が引き続き懸
念され、企業をとりまく環境が厳しくなっております。そのような環境の中、当不動産業界におきまし
ては徐々に分譲マンションの供給過剰感が出始めております。 
   しかし、一方では当社のマンション販売エリアである首都圏における住宅マーケットは巨大であり、
仕入競争力・商品企画力・販売力の向上に努めることで、当社はお客様に受け入れていただけるマンシ
ョンを作ることにより、マンション分譲シェアを広げていきたいと考えております。 
   そのため、引き続き顧客満足度・企業イメージの差別化を図り、消費者に対する企業のブランドイメ
ージを高めるとともに、健全な財務体質を維持し、安定した収益体質の構築を図っていく所存でありま
す。 

 
５． 会社の対処すべき課題 
住宅ローンの低金利が市場を支えているものの、依然として市場全体に供給過剰感があり、売れる
物件と売れない物件との差が出やすくなっております。このような状況の下、当社は引き続きお客様
のニーズに応えることを第一に考え、「素敵なマンション」を「適正価格」で供給し続けていく所存で
あります。 

 
６． 会社の経営管理組織の整備等に関する施策 
   当社の大きな特徴は経営における意思決定が迅速なことであります。従業員が増加しておりますが、
当社のスピード経営を生かしつつ、顧客第一主義の意識を徹底させるとともに、コンプライアンスの周
知徹底を図りたいと考えております。 
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経   営   成   績 及 び 財 政 状 態  

 
１． 当中間連結会計期間の概況 
当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、米国経済の回復力の鈍化や株価低迷など厳しい環境

の中、設備投資の減少、個人消費の不振など依然として景気の後退色が強まりました。当不動産業界

におきましては、住宅ローンの低金利、税制の優遇措置が続いていることから、依然として高水準の

供給が維持されました。 

このような環境の中、当社は首都圏において顧客ニーズに合わせた良質で価格競争力の高い新築分

譲マンションを供給し、更なる事業の拡大を図ってきました。 

これらの結果、当中間連結会計期間における売上高は 45,627百万円（前年同期比 31.2％増）、経常

利益は 7,673百万円（前年同期比 4.6％増）、中間純利益は 3,925百万円（前年同期比 3.2％増）とな

りました。 
事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 
                （単位：百万円） 

事業の種類別セグメント 売  上  高 構  成  比 

新築マンション分譲事業 
その他の事業 

45,080 
547 

98.8% 
1.2% 

合計 45,627 100.0% 
 
（新築マンション分譲事業） 
新築マンション分譲事業におきましては、「東京ナイル」「クレストフォルム東京ビューフォート」

などを含む自社分譲物件の売上計上により、新築分譲マンションの売上高は 45,080 百万円（前年同期

比 31.0％増）となりました。 
 
（その他の事業） 
その他の事業におきましては、不動産管理事業売上高は 182 百万円（前年同期比 301.3％増）、その
他付帯事業は 365 百万円（前年同期比 12.3％増）となりました。 

 
（キャッシュ・フローの状況） 
① 営業活動によるキャッシュ・フロー 
当中間連結会計期間における営業活動の主な収入は、新築マンション分譲事業による収入でありま
す。分譲マンションの開発のための棚卸資産の減少額 96億 25 百万円が主な増加要因となり、法人税
等の支出及びその他の要因を含め、営業活動によるキャッシュ・フローは、80億 44 百万円となりま
した。 
② 投資活動によるキャッシュ・フロー 
当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、△32 百万円となりました。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、借入の返済を進めた結果、  

56 億 3 百万円減少いたしました。なお、財務活動によるキャッシュ・フローのうち、社債の発行によ
る増加分は 9 億 78 百万円であります。 

 
これらの結果、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の期末残高は、246 億 79 百万円
となりました。 
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２． 通期の業績の見通し 
 
今後の見通しにつきましては、マンション市場全体に供給圧力が強いと思われます。一方、お客様
の物件を見る目が厳しくなっていることに加え、引き続き市場全体に供給過剰感があることから、売
れる物件と売れない物件の差が出やすくなると思われます。 
このような状況の下、当社は引き続きお客様のニーズに的確に対応した「素敵なマンション」を供
給していくことで、更なる事業規模の拡大に努めて参る所存であります。 

 
平成 15 年 3 月期業績の見通しにつきましては、売上高は 935億円（前年同期比 36.0%増）、経常利
益は 142 億円（前年同期比 12.4%増）、当期純利益は 74 億円（前年同期比 12.0%増）を見込んでおり
ます。 
 

     また、事業の種類別セグメントの業績見通しは、次のとおりであります。 
 
           （単位：百万円） 

事業の種類別セグメント 売  上  高 構  成  比 
新築マンション分譲事業 
その他の事業 

93,000 
500 

99.5% 
0.5% 

合計 93,500 100.0% 
  
なお、平成 14 年 11 月 26 日開催の取締役会において 10 周年記念配当（中間）を 10 円と決定いた
しました。平成 15年 3 月期につきましては、普通配当（期末）20 円を含め合計 30 円を予定しており
ます。 
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中間連結財務諸表等  
 

中間連結貸借対照表 

    （単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成 14年 9月 30日現在） （平成 13年 9月 30日現在） （平成 14年 3月 31日現在）

期別 

 

科目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

 ％  ％  ％ 

（資 産 の 部）       

Ⅰ 流 動 資 産       

１． 現 金 及 び 預 金 ２４,７０３  ２９,２２３  ２２,２９５  

２． 売 掛 金 ３,５６５  ８２２  ２,８７０  

３．

４．

有 価 証 券 

   棚 卸 資 産 

６９ 

９７,８４９ 
 

― 

８６,９９９ 

 ― 

１０７,４７１ 

 

５． その他の流動資産   １,０７０  １,０６１  １,３９０  

６． 貸 倒 引 当 金 △３  △１  △６  

 流 動 資 産 合 計 １２７,２５５ 93.7 １１８,１０５ 93.4 １３４,０２０ 93.9 

Ⅱ 固 定 資 産       

１． 有 形 固 定 資 産 ８,０５２  ７,６９５  ８,０８８  

２． 無 形 固 定 資 産 ２０  １１  ２２  

３． 投資その他の資産 ５１７  ６８１  ５８６  

４． 貸 倒 引 当 金      ―  △４  ―  

 固 定 資 産 合 計  ８,５９０  6.3 ８,３８２ 6.6 ８,６９７ 6.1 

 資 産 合 計 １３５,８４６ 100.0 １２６,４８８ 100.0 １４２,７１８ 100.0  
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                                                          （単位：百万円） 

期別 
当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

 （平成 14年 9月 30日現在） （平成 13年 9月 30日現在） （平成 14年 3月 31日現在） 

科目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

  ％  ％  ％ 

（負 債 の 部）       

Ⅰ 流 動 負 債       

１． 支払手形及び買掛金 １２,１０３  ８,３２０  １５,１７４  

２． 短 期 借 入 金 ４,３００  ７,０００  ５,３００  

３． 1年以内に返済予定の長期借入金 ２１,３６４   ２４,６９０  ２０,３１４  

４． 未 払 法 人 税 等 ３,７８６  ３,４５９  ３,０６９  

５． 前 受 金 ４,４１４  ４,０９４  ７,０１４  

６． 賞 与 引 当 金 ４０  ４９  ４３  

７． その他の流動負債 ９４６  ８９９  １,１８９  

 流 動 負 債 合 計 ４６,９５５ 34.6 ４８,５１３ 38.4 ５２,１０５ 36.5 

Ⅱ 固 定 負 債       

１． 社 債 １２,５００  １１,５００  １１,５００  

２． 長 期 借 入 金 ３２,７２０  ２９,０４３  ３８,９０２  

３． 退 職 給 付 引 当 金 ３４  ２６  ３１  

４． そ の 他 ２７１  ３０５  ２８８  

 固 定 負 債 合 計 ４５,５２６ 33.5 ４０,８７５ 32.3 ５０,７２２ 35.5 

 負 債 合 計 ９２,４８１ 68.1 ８９,３８８ 70.7 １０２,８２７ 72.0 
       

（資 本 の 部）       

Ⅰ 資 本 金 － － １２,４９９ 9.9 １２,４９９ 8.8 

Ⅱ 資 本 準 備 金 － － １２,１９０ 9.6 １２,１９０ 8.5 

Ⅲ 連 結 剰 余 金 － － １２,４７６ 9.9 １５,２７８ 10.7 

Ⅳ 自 己 株 式 － － △６４ △0.1 △７６ △0.0 

 資 本 合 計 － － ３７,１００ 29.3 ３９,８９０ 28.0 

Ⅰ 資 本 金 １２,４９９ 9.2 － － － － 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 １２,１９０ 8.9 － － － － 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 １８,８４６ 13.9 － － － － 

Ⅳ 自 己 株 式 △１７０ △0.1 － － － － 

 資 本 合 計 ４３,３６４ 31.9 － － － － 

負 債 ・ 資 本 合計 １３５,８４６ 100.0 １２６,４８８ 100.0 １４２,７１８ 100.0  
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中間連結損益計算書 

                              （単位：百万円） 

期別 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

 自  平成 14 年 4 月 1 日  自   平成 13 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  

 至  平成 14年 9月 30 日  至   平成 13年 9月 30 日  至  平成 14年 3月 31 日  

科目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

 ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高 ４５,６２７ 100.0 ３４,７８４ 100.0 ６８,７６５ 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 ３４,７６３ 76.2 ２３,８４５ 68.6 ４９,０１８ 71.3 

売 上 総 利 益 １０,８６４ 23.8 １０,９３９ 31.4 １９,７４７ 28.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ２,７３８ 6.0 ３,１７５ 9.1 ６,０８７ 8.8 

営 業 利 益 ８,１２６ 17.8 ７,７６３ 22.3 １３,６５９ 19.9 

Ⅳ 営 業 外 収 益 １３６ 0.3 ８４ 0.2 １５４ 0.2 

Ⅴ 営 業 外 費 用 ５８９ 1.3 ５１３ 1.4 １,１８５ 1.7 

経 常 利 益 ７,６７３ 16.8 ７,３３５ 21.1 １２,６２８ 18.4 

Ⅵ 特 別 利 益 ２４ 0.1 １６ 0.0 ３６ 0.0 

Ⅶ 特 別 損 失 ４１ 0.1 ― ― ５２ 0.1 

 税金等調整前中間(当期)純利益  ７,６５５ 16.8 ７,３５１ 21.1 １２,６１２ 18.3 

 法人税、住民税及び事業税  8.3 9.9 8.5 

 法 人 税 等 調 整 額 

３,７７４ 

△４４ △0.1 

３,４５９ 

８８ 0.3 

５,８８７ 

１１８ 0.2 

 中間（当期）純利益 ３,９２５ 8.6 ３,８０４ 10.9 ６,６０６ 9.6 
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中間連結剰余金計算書 

                                         （単位：百万円） 

期別 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

 自  平成 14 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  

 至  平成 14年 9月 30 日  至  平成 13年 9月 30 日  至  平成 14年 3月 31 日  

科目 金  額 金  額 金  額 

       

Ⅰ 連結剰余金期首残高 －  ８,９１０  ８,９１０ 

Ⅱ 連結剰余金減少高      

配 当 金 － － ２３８ ２３８ ２３８ ２３８ 

Ⅲ 中間（当期）純利益  －  ３,８０４  ６,６０６ 

Ⅳ 連結剰余金中間期末  －  １２,４７６  １５,２７８ 

（期末）残高     

     
（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高     

 資本準備金期首残高 １２,１９０ １２,１９０ － － － － 

Ⅱ 資本剰余金中間期末残高  １２,１９０  －  － 

     
（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高     

 連結剰余金期首残高  １５,２７８ １５,２７８ － － － － 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

中 間 純 利 益 ３,９２５ ３,９２５ － － － － 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

配 当 金 ３５７ ３５７ － － － － 

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高 １８,８４６  －  － 

     

 

                            

 

 

 
 
 



 9

中間連結キャッシュ・フロー計算書   
                                           （単位：百万円） 

期別 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 

前連結会計年度の要約
連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書 

 自  平成 14 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  

 至  平成 14年 9月 30 日  至  平成 13年 9月 30 日  至  平成 14年 3月 31 日  

科目 金  額 金  額 金  額 
Ⅰ 営業活動 によるキャッシュ・フロー    
 1. 税金等調整前中間（当期）純利益 ７ ,６５５  ７ ,３５１  １２ ,６１２  
 2. 減 価 償 却 費 ５５  ３２  ７６  
 3. 退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 ２  ３  ９  
 4. 賞与引当金の増加額（△減少額） △２  ２２  １６  
 5. 貸倒引当金の増加額（△減少額） △２  △１  ２  
 6. 受 取 利 息 △２９  △４  △７  
 7. 支 払 利 息 ５６７  ４０９  ９３４  
 8. 社 債 発 行 費 ２１  １０３  １０３  
 9. 自 己 株 式 売 却 損 ―  ０  ０  
 10. 会 員 権 売 却 損 ―  ―  ７  
 11. 投 資 収 益 △１４  △１０  △２２  
 12. 固 定 資 産 売 却 益 ―  △４  △１４  
 13. 固 定 資 産 除 却 損 ４１  ―  ４４  
 14. 売上債権の減少額（△増加額） △６８１  ３６２  △１ ,６８４  
 15. 前 受 金の 増加額（ △減 少 額） △２ ,６００  △２ ,２２０  ６９９  
 16. 棚卸資産の減少額（△増加額） ９ ,６２５  △１１ ,９１８  △３２ ,７３１  
 17. 仕入債務の増加額（△減少額） △３ ,０７１  △６ ,５４５  ３０９  
 18. そ の 他 ７  △１４０  △１９５  

  小 計 １１ ,５７４  △１２ ,５５８  △１９ ,８３８  
 19. 利 息 の 受 取 額 １００  ４  ７  
 20. 利 息 の 支 払 額 △５８３  △４０１  △９０６  
 21. 法 人 税 等 の 支 払 額 △３ ,０４６  △４ ,８５０  △７ ,６７７  

  営業活動によるキャッシュ・フロー ８ ,０４４  △１７ ,８０５  △２８ ,４１５  
Ⅱ 投資活動 によるキャッシュ・フロー    
 1. 定期預金の純減少額（△増加額） ―  ３００  ５００  
 2. 有形固定資産の取得による支出 △２０  △６ ,２１５  △６ ,３６６  
 3. 有形固定資産の売却による収入 ―  ４  ２３  
 4. そ の 他 △１１  △２５  △１  

  投資活動によるキャッシュ・フロー △３２  △５ ,９３５  △５ ,８４４  
Ⅲ 財務活動 によるキャッシュ・フロー    
 1. 短 期 借 入 れ に よ る 収 入 ３９０  ５ ,０５０  ６ ,３５０  
 2. 短 期 借 入 金の 返済 による支出 △１ ,３９０  △２ ,５５０  △５ ,５５０  
 3. 長 期 借 入 れ に よ る 収 入 ７ ,２７０  １６ ,７６０  ３５ ,４３５  
 4. 長 期 借 入 金の 返済 による支出 △１２ ,４０２  △１ ,３６７  △１４ ,５５９  
 5. 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 ９７８  ３ ,８９６  ３ ,８９６  
 6. 自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 ―  １９  １９  
 7. 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △９４  △１６  △２７  
 8. 配 当 金 の 支 払 額 △３５５  △２３７  △２３８  

  財務活動によるキャッシュ・フロー △５ ,６０３  ２１ ,５５５  ２５ ,３２６  

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） ２ ,４０８  △２ ,１８５  △８ ,９３４  
Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 ２２ ,２７０  ３１ ,２０５  ３１ ,２０５  

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ２４ ,６７９  ２９ ,０１９  ２２ ,２７０  
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

   自 平成 14年 4月 1日 
至 平成 14年 9月 30日 

自 平成 13年 4月 1日 
至 平成 13年 9月 30日 

自 平成 13年 4月 1日 
至 平成 14年 3月 31日 

1.連結の範囲に関する事項 1.連結の範囲に関する事項 1.連結の範囲に関する事項 

①連結子会社の数  ３社 ①連結子会社の数  ３社 ①連結子会社の数  ３社 

②主要な連結子会社の名称 ②主要な連結子会社の名称 ②主要な連結子会社の名称 

㈱ゴールドクレストコミュニ
ティ、㈱ゴールド不動産販売、㈱
ファミリーファイナンス 

同左 同左 

③連結範囲の変更 ③連結範囲の変更 ③連結範囲の変更 

― 

㈱ファミリーファイナンスに
つきましては、当中間連結会計期
間において新たに設立したため
連結の範囲に含めております。 

㈱ファミリーファイナンスに
つきましては、当連結会計年度に
おいて新たに設立したため連結
の範囲に含めております。 

2.持分法の適用に関する事項 2.持分法の適用に関する事項 2.持分法の適用に関する事項 

非連結子会社及び関連会社は
ありません。 

同左 同左 

3.連結子会社の中間決算日等に関
する事項 

3.連結子会社の中間決算日等に関
する事項 

3.連結子会社の事業年度等に関す
る事項 

全ての連結子会社の中間期の
末日は、中間連結決算日と一致し
ております。 

同左 全ての連結子会社の事業年度
の末日は、連結決算日と一致して
おります。 

4.会計処理基準に関する事項 4.会計処理基準に関する事項 4.会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価
方法 

(1)重要な資産の評価基準及び評価
方法 

(1)重要な資産の評価基準及び評価
方法 

①有価証券の評価基準及び評価方
法 

①有価証券の評価基準及び評価方
法 

①有価証券の評価基準及び評価方
法 

 a.満期保有目的の債券  a.満期保有目的の債券  a.満期保有目的の債券 

   償却原価法（定額法） 同左 同左 

②棚卸資産の評価基準及び評価方
法 

②棚卸資産の評価基準及び評価方
法 

②棚卸資産の評価基準及び評価方
法 

 a.販売用不動産及び仕掛不動産  a.販売用不動産及び仕掛不動産  a.販売用不動産及び仕掛不動産 

   個別法に基づく原価法 同左 同左 

 b.貯蔵品  b.貯蔵品  b.貯蔵品 

   最終仕入原価法 同左 同左 
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(2)重要な減価償却資産の減価償却
の方法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却
の方法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却
の方法 

①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産 

定率法 同左 同左 

平成 10年 4月 1日以降取得
した建物（建物附属設備は除
く）については、定額法 

  

  主な耐用年数   

  建物及び構築物 3年～56年   

  車両運搬具   6年   

  器具及び備品  3年～15年   

②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

定額法 同左 同左 

ソフトウエア（自社利用分）
については、社内における利用
可能期間（5年）に基づく定額
法 

  

③長期前払費用  ③長期前払費用  ③長期前払費用  

  均等償却 同左 同左 

(3)重要な繰延資産の処理方法 (3)重要な繰延資産の処理方法 (3)重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費  社債発行費  社債発行費  

  支出時に全額費用処理してお
ります。 

同左 同左 

(4)重要な引当金の計上基準 (4)重要な引当金の計上基準 (4)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備
えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等
の特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。 

同左 同左 

②賞与引当金 ②賞与引当金 ②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与
の支出に充てるため、支給見込額
に基づき計上しております。 

 

同左 同左 



 12

③退職給付引当金 ③退職給付引当金 ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における退
職給付債務見込額に基づき、当中
間連結会計期間末において発生
していると認められる見込額を
計上しております。 

同左 従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における退
職給付債務見込額に基づき、当連
結会計年度末において発生して
いると認められる見込額を計上
しております。 

(5)重要なリース取引の処理方法 (5)重要なリース取引の処理方法 (5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によって
おります。 

同左 同左 

(6)重要なヘッジ会計の方法 (6)重要なヘッジ会計の方法 (6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理に
よっております。なお、金利スワ
ップについては特例処理によっ
ております。 

同左 同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段：金利変動リスクに
ついて金利スワ
ップ取引を利用
しております。 

同左 同左 

  ヘッジ対象：ヘッジ取引により
金利変動が固定
され、その変動が
回避される資金
調達取引を対象
としております。 

  

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

資金調達取引にかかる金利変
動リスクに対して金利スワップ
により特例処理の範囲内におい
てヘッジを行っております。 

 

同左 同左 

④ヘッジの有効性評価方法 ④ヘッジの有効性評価方法 ④ヘッジの有効性評価方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロ
ー変動の累計とヘッジ手段のキ
ャッシュ・フロー変動の累計を半
期ごとに比較し、両者の変動額等
を基礎にして、ヘッジ有効性を評
価しております。ただし、特例処
理によっている金利スワップに
ついては有効性の評価を省略し
ております。 

同左 同左 



 13

(7)その他中間連結財務諸表作成の
ための重要な事項 

(7)その他中間連結財務諸表作成の
ための重要な事項 

(7)その他連結財務諸表作成のため
の重要な事項 

①消費税等の会計処理 ①消費税等の会計処理 ①消費税等の会計処理 

税抜方式によっており、控除対
象外消費税等については、販売費
及び一般管理費に計上しており
ます。 

同左 同左 

②匿名組合への出資と会計処理 ②匿名組合への出資と会計処理 ②匿名組合への出資と会計処理 

当社は、平成 7年 9月に航空機
の購入及びレバレッジドリース
（期間 10年）を目的とした匿名
組合と出資契約を締結し、100百
万円を出資しております。 
当該金額は、出資金として認識
するとともに、その後の同組合の
財政状態の変動による純資産の
当社持分相当額は、匿名組合債権
または債務として処理しており
ます。また、同組合の当中間連結
会計期間に属する損益の当社持
分相当額を投資損益として処理
しております。 

同左 当社は、平成 7年 9月に航空機
の購入及びレバレッジドリース
（期間 10 年）を目的とした匿名
組合と出資契約を締結し、100百
万円を出資しております。 
当該金額は、出資金として認識
するとともに、その後の同組合の
財政状態の変動による純資産の
当社持分相当額は、匿名組合債権
または債務として処理しており
ます。また、同組合の当連結会計
年度に属する損益の当社持分相
当額を投資損益として処理して
おります。 

5.中間連結キャッシュ・フロー計算
書における資金の範囲 

5.中間連結キャッシュ・フロー計算
書における資金の範囲 

5.連結キャッシュ・フロー計算書に
おける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金（現金及び現金
同等物）は、手許現金、随時引出
し可能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わない
取得日から３ヶ月以内に償還期
限の到来する短期投資からなっ
ております。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書
における資金（現金及び現金同等
物）は、手許現金、随時引出し可
能な預金及び容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動について
僅少なリスクしか負わない取得
日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資からなってお
ります。 
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追加情報 
 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自 平成 14年 4月 1日 
至 平成 14年 9月 30日 

自 平成 13年 4月 1日 
至 平成 13年 9月 30日 

自 平成 13年 4月 1日 
至 平成 14年 3月 31日 

自己株式及び法定準備金取崩等会計 
― ― 

  当中間連結会計期間から「自己
株式及び法定準備金の取崩等に関
する会計基準」（企業会計基準第 1
号）を適用しております。この変
更に伴う当中間連結会計期間の損
益に与える影響は軽微でありま
す。 
  なお、中間連結財務諸表規則の
改正により、当中間連結会計期間
における中間連結貸借対照表の資
本の部及び中間連結剰余金計算書
については、改正後の中間連結財
務諸表規則により作成しておりま
す。 

  

所有目的の変更 所有目的の変更 所有目的の変更 

所有目的の変更により、棚卸資
産から建物へ 7 百万円、土地へ 8
百万円振替えております。 

所有目的の変更により、棚卸資
産から建物へ 129百万円、土地へ
129百万円振替えております。 

所有目的の変更により、棚卸資
産から建物へ 130百万円、土地へ
222百万円振替えております。 
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注記事項 
 
（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

（平成 14年 9月 30日現在）  （平成 13年 9月 30日現在）  （平成 14年 3月 31日現在）  

１.有形固定資産の減価償却累計額 １.有形固定資産の減価償却累計額 １.有形固定資産の減価償却累計額 

１７３ 百万円  １２２ 百万円  １５２ 百万円  

   
２.担保に供している資産及びこれに
対応する債務 

２.担保に供している資産及びこれに
対応する債務 

２.担保に供している資産及びこれに
対応する債務 

（１）担保に供している資産 （１）担保に供している資産 （１）担保に供している資産 

棚 卸 資 産 ５０,７６０ 
百万円  
棚 卸 資 産 ５９,７５２ 

百万円  
棚 卸 資 産 ５７,４１３ 

百万円  

有形固定資産 ５,８９５ 
百万円  

有形固定資産 ５,９２５ 
百万円  

有形固定資産 ５,９０３ 
百万円  

投資その他の資産 ２０８ 
百万円  

投資その他の資産 ２０８ 
百万円  

投資その他の資産 ２０８ 
百万円  

計 ５６,８６５ 
百万円  計 ６５,８８７ 

百万円  計 ６３,５２６ 
百万円  

  
 

  
 

  
 

   
（２）上記に対応する債務 （２）上記に対応する債務 （２）上記に対応する債務 

短期借入金 ３００ 
百万円  
短期借入金 ３,７００ 

百万円  
短期借入金 １,３００ 

百万円  

1 年以内に返済予定の  
長期借入金 

２１,３６４ 
百万円  1 年以内に返済予定の  
長期借入金 

２４,６９０ 
百万円  1 年以内に返済予定の  
長期借入金 

２０,３１４ 
百万円  

長期借入金 ３２,７２０ 
百万円  
長期借入金 ２９,０４３ 

百万円  
長期借入金 ３８,９０２ 

百万円  

前 受 金 ２,５９９ 
百万円  
前 受 金 ３,０９７ 

百万円  
前 受 金 ３,２４９ 

百万円  

計 ５６,９８３ 
百万円  計 ６０,５３０ 

百万円  計 ６３,７６５ 
百万円  

   
３.保証債務 ３.保証債務 ３.保証債務 

当社顧客の住宅ローンに対して
抵当権設定登記完了までの間、金
融機関に対して連帯債務保証を行
っております。 

当社顧客の住宅ローンに対して
抵当権設定登記完了までの間、金
融機関に対して連帯債務保証を行
っております。 

当社顧客の住宅ローンに対して
抵当権設定登記完了までの間、金
融機関に対して連帯債務保証を行
っております。 

一 般 顧 客 ２,１３２ 
百万円  
一 般 顧 客 ２,７８２ 

百万円  
一 般 顧 客  ２,２２０ 

百万円  
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（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自  平成 14 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  

至  平成 14年 9月 30 日  至  平成 13年 9月 30 日  至  平成 14年 3月 31 日  

１.販売費及び一般管理費の主なもの １.販売費及び一般管理費の主なもの １.販売費及び一般管理費の主なもの 

広告宣伝費 ９３０ 百万円  広告宣伝費 １,４９３ 百万円  広告宣伝費 3,０７３ 百万円  

租 税 公 課 ５１２ 百万円  租 税 公 課 ６７２ 百万円  租 税 公 課 ７９２ 百万円  

人 件 費 ４５０ 百万円  人 件 費 ３６２ 百万円  人 件 費 ８２０ 百万円  

役 員 報 酬 ７５ 百万円  役 員 報 酬 ８６ 百万円  役 員 報 酬 １７２ 百万円  

       

２.営業外収益の主なもの ２.営業外収益の主なもの ２.営業外収益の主なもの 

受 取 利 息 ２９ 百万円  受 取 利 息 ４ 百万円  受 取 利 息 ７ 百万円  

契 約 収 入 ６６ 百万円  契 約 収 入 ３９ 百万円  契 約 収 入 ７５ 百万円  

施設賃貸料 ７ 百万円     施設賃貸料 １９ 百万円  

３.営業外費用の主なもの ３.営業外費用の主なもの ３.営業外費用の主なもの 

支 払 利 息 ５２１ 百万円  支 払 利 息 ３７４ 百万円  支 払 利 息 ８５３ 百万円  

社債発行費 ２１ 百万円  社債発行費 １０３ 百万円  社債発行費 １０３ 百万円  

社 債 利 息 ４６ 百万円  社 債 利 息 ３４ 百万円  支払手数料 １４６ 百万円  

      社 債 利 息 ８０ 百万円  

      

４.特別利益の主なもの ４.特別利益の主なもの ４.特別利益の主なもの 

投 資 収 益 １４ 百万円  投 資 収 益 １０ 百万円  投 資 収 益 ２２ 百万円  

   固定資産売却益 ４ 百万円  固定資産売却益 １４ 百万円  

      

５.特別損失の主なもの  ５.特別損失の主なもの 

固定資産除却損 ４１ 百万円     固定資産除却損 ４４ 百万円  

      会員権売却損 ７ 百万円  
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自  平成 14 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  

至  平成 14年 9月 30 日  至  平成 13年 9月 30 日  至  平成 14年 3月 31 日  

１.現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係 

１.現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係 

１.現金及び現金同等物の期末残高と連
結貸借対照表に掲記されている科目
の金額との関係 

現金及び預金 ２４,７０３ 百万円  現金及び預金 ２９,２２３ 百万円  現金及び預金 ２２,２９５ 百万円  

預金期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

０ 
百万円  預金期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△２００ 

百万円  預金期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

０ 
百万円  

別 段 預 金 △２３ 百万円  別 段 預 金 △３ 百万円  別 段 預 金 △２４ 百万円  

現金及び現金同等物 ２４,６７９ 百万円  現金及び現金同等物 ２９,０１９ 百万円  現金及び現金同等物 ２２,２７０ 百万円  

         

 
 
（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自  平成 14 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  

至  平成 14年 9月 30 日  至  平成 13年 9月 30 日  至  平成 14年 3月 31 日  

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

内容の重要性が乏しく、契約一件当
たりの金額が少額なリース取引であ
りますので、記載を省略しておりま
す。 

同左 同左 

 
 
（セグメント情報） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自  平成 14 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  

至  平成 14年 9月 30 日  至  平成 13年 9月 30 日  至  平成 14年 3月 31 日  

１.事業の種類別セグメント情報 １.事業の種類別セグメント情報 １.事業の種類別セグメント情報 

新築マンション分譲事業の売上高、
営業利益及び資産の金額は、全セグメ
ントの売上高の合計、営業利益及び全
セグメント資産の金額の合計額に占
める割合がいずれも 90％超であるた
め、事業の種類別セグメント情報の記
載を省略しております。 

同左 同左 

２.所在地別セグメント情報 ２.所在地別セグメント情報 ２.所在地別セグメント情報 

本邦以外の国又は地域に所在する
支店及び連結子会社がないため該当
事項はありません。 

同左 同左 

３.海外売上高 ３.海外売上高 ３.海外売上高 

海外売上高がないため該当事項は
ありません。 

同左 同左 
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（１株当たり情報） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自  平成 14 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  自  平成 13 年 4 月 1 日  

至  平成 14年 9月 30 日  至  平成 13年 9月 30 日  至  平成 14年 3月 31 日  

1 株当たり純資産額  ２ ,４２８円  ９７銭 1 株当たり純資産額  ２ ,０７４円  ６７銭 1 株当たり純資産額  ２ ,２３０円  ９９銭 

1株当たり中間 
純 利 益 

 

２１９円  ７０銭 
1株当たり中間 
純 利 益 
 

２８６円  ９６銭 
1株当たり当期 
純 利 益 
 

４２４円  ０５銭 

なお潜在株式調整後１株当たり中間
純利益金額につきましては、自己株式方
式によるストックオプション制度を採
用しておりますが、プレミアムが発生し
ていないこと及び新株予約権付社債等
潜在株式がないため記載しておりませ
ん。 

なお潜在株式調整後１株当たり中間
純利益金額につきましては、新株引受権
附社債及び転換社債の発行がないため
記載しておりません。 

なお潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額につきましては、自己株式方
式によるストックオプション制度を採
用しておりますが、プレミアムが発生し
ていないこと及び新株引受権附社債及
び転換社債の発行がないため記載して
おりません。 

 
（重要な後発事象） 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 
（平成 14年 9月 30日現在）  （平成 13年 9月 30日現在）  （平成 14年 3月 31日現在）  

 
該当事項はありません。 

 
該当事項はありません。 

 
該当事項はありません。 
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有価証券及びデリバティブ取引に関する状況  
 
（有価証券関係） 
 
当中間連結会計期間末（平成 14 年 9 月 30 日現在） 

 
満期保有目的の債券で時価のあるもの 

                      （単位：百万円） 

種  類 中間連結貸借対照表計上額 時     価 差    額 

(1)国債・地方債等 
(2)社債 
(3)その他 

６９ 
－ 
－ 

６９ 
－ 
－ 

０ 
－ 
－ 

小  計 ６９ ６９ ０ 

 
前中間連結会計期間末（平成 13 年 9 月 30 日現在） 
 
時価のある有価証券 

（単位：百万円） 

 
前中間連結会計期間 
（平成 13年 9月 30日現在） 

満期保有目的の債券 中間連結貸借対照表計上額 時  価 差  額 

国   債 ６９ ６９ ０ 

計 ６９ ６９ ０ 

 
 
前連結会計年度末（平成 1４年 3 月 31 日現在） 
 
満期保有目的の債券で時価のあるもの 

                      （単位：百万円） 

種  類 連結貸借対照表計上額 時     価 差    額 

(1)国債・地方債等 
(2)社債 
(3)その他 

６９ 
－ 
－ 

６９ 
－ 
－ 

０ 
－ 
－ 

合  計 ６９ ６９ ０ 
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（デリバティブ取引関係） 
 
1. 取引の状況に関する事項 

 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自  平成 14年 4月  1日  
至  平成 14年 9月 30日  

自  平成 13年 4月  1日  
至  平成 13年 9月 30日  

自  平成 13年 4月  1日  
至  平成 14年 3月 31日  

(１)取引の内容及び利用目的等 (１)取引の内容及び利用目的等 (１)取引の内容及び利用目的等 

  当社は、借入金について、将来
の金利上昇が支払利息に及ぼす
影響を一定の範囲に限定する目
的で、デリバティブ取引を利用し
ております。 
  なお、デリバティブ取引を利用
してヘッジ会計を行っておりま
す。 

同左 同左 

①ヘッジ手段とヘッジ対象 ①ヘッジ手段とヘッジ対象 ①ヘッジ手段とヘッジ対象 

 (ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 同左 同左 

 金利スワップ 借入金の利息     

②ヘッジ方針 ②ヘッジ方針 ②ヘッジ方針 

  当社は、金利変動リスクを回避
する目的で借入金のデリバティ
ブ取引を行っており、ヘッジ対象
の識別は個別契約毎に行ってお
ります。 

同左 同左 

(２)取引に対する取組方針 (２)取引に対する取組方針 (２)取引に対する取組方針 

  金利関連のデリバティブ取引
については、主として金利上昇を
ヘッジするためのものであるた
め、借入残高の範囲内で行うこと
とし、投機目的のためのデリバテ
ィブ取引は行わない方針であり
ます。 

同左 同左 

  金利関連のデリバティブ取引
については、現在、変動金利を固
定金利に変換する目的でデリバ
ティブ取引を利用しているのみ
であり、投機目的のデリバティブ
取引は行っておりません。 

  

(３)取引に係るリスクの内容 (３)取引に係るリスクの内容 (３)取引に係るリスクの内容 

  デリバティブ取引の契約先は
いずれも信用度の高い国内の銀
行であるため、相手先の契約不履
行によるいわゆる信用リスクは、
ほとんどないと判断しておりま
す。 

 
同左 

 
同左 
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(４)取引に係るリスク管理体制 (４)取引に係るリスク管理体制 (４)取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引は、稟議決裁
で承認された取引内容、限度額等
に基づき、管理部で実行及び管理
を行っており、その取引結果は、
定時取締役会の報告事項となっ
ております。 

同左 同左 

 
２．取引の時価等に関する事項 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自  平成 14年 4月  1日  
至  平成 14年 9月 30日  

自  平成 13年 4月  1日  
至  平成 13年 9月 30日  

自  平成 13年 4月  1日  
至  平成 14年 3月 31日  

該当事項はありません。 
  なお、金利スワップ取引を行っ
ておりますが、いずれもヘッジ会
計を適用しておりますので注記
の対象から除いております。 

同左 同左 
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部門別売上明細表  
 

 
（１）新築マンション分譲事業の状況 
 
 

1．引渡実績 
                                    （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日 自 平成13年4月 1日 
 至 平成 14 年 9 月 30 日  至 平成 13 年 9 月 30 日  至 平成 14 年 3 月 31 日 

       期 別  
区 分       

戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 

新築マンション分
譲 事 業 1,260 45,101 1,035 34,414 2,136 67,047 

 
 

2．期中契約高 
                                    （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日 自 平成13年4月 1日 
 至 平成 14 年 9 月 30 日  至 平成 13 年 9 月 30 日  至 平成 14 年 3 月 31 日 

       期 別  
区 分       

戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 

新築マンション分
譲 事 業 1,163 37,564 982 34,163 2,441 80,985 

 
 

3．契約残高 
                                    （単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

(平成 14年 9月 30日現在) （平成 13年 9月 30日現在） (平成 14 年 3 月 31 日現在) 
       期 別  
区 分       

戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 

新築マンション分
譲 事 業 1,904 60,870 1,643 54,218 2,001 68,407 

（注）新築マンション分譲事業（契約高）は提出会社である株式会社ゴールドクレストの単体の売上高（契約高） 
であります。 

 

 
 
（２）その他の事業の状況 

                                   （単位：百万円） 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
自 平成14年4月 1日 自 平成13年4月 1日 自 平成13年4月 1日 
 至 平成 14 年 9 月 30 日  至 平成 13 年 9 月 30 日  至 平成 14 年 3 月 31 日 

     期 別
区 分       

金額 構成比(%) 金額 構成比(%) 金額 構成比(%) 

販売代理手数料収入 － － 41 11.1 41 2.4 
不動産管理事業収入 182 33.3 45 12.2 135 7.9 
その他の収入 365 66.7 284 76.7 1,540 89.7 

合  計 547 100.0 370 100.0 1,717 100.0 

 
 
 


